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１ 令和８年度 学校経営方針                  令和８年４月１日 
 

１ 基本方針 

 （１）船橋の教育２０２０（船橋市教育振興基本計画）の推進計画に基づき，教育基本法(第５条第２項)，

学校教育法(第２１条及び第３０条)の「目標」の達成に努める。 
 （２）児童一人一人を生かす教育を指向し，常に児童の自主性，主体性に基づく教育を推進する。 

 （３）児童，保護者，地域社会が信頼及び尊敬し得る学校づくりに努力し，保護者，地域に開か 
     れた学校の実現に努める。 

 （４）感染予防に最大限努めるとともに、コロナ禍に検討され取り入れた新しい学校様式や 
    教育計画等を必要に応じて継承しつつ，児童の心身のよりよい発達を目指す教育計画・ 
    教育課程を検討・立案する。 
    

２ 本校の教育目標 
    「夢に向かってがんばる」 かしこい子（知） 心ゆたかな子（徳）  たくましい子（体） 
 
 「かしこい 子」…学力，判断力，決断力,問題解決能力、自己決定力 
  「心ゆたかな子」…思いやり，優しさ，感謝の心，協調性・受容性、和やかな心【最重要項目】 

 「たくましい子」…肉体的にも精神的にもたくましい、健やかな体 

 
（１）めざす児童の姿－豊かな心を持ち，主体的でより良い自分や社会を築くことができる児童－ 
      ・相手の痛みのわかる思いやりのある子 
   ・進んで学習する子 
   ・たくましい子 
   ・はげましあってやりぬく子 

・話がしっかり聞ける子 

 
（２）めざす教職員の姿－児童をかけがいのない存在として心から向き合うことができる教職員－ 

・児童一人一人の努力，輝きを見逃さず心から称賛できる教職員 

・授業で，児童の自己実現を図る教職員 

・心身ともに健康で実践力のある教職員 

・社会の情勢を機敏に察知し，強い使命感をもつ教職員 

・自己研鑽に励み，児童や保護者から信頼される教職員 
 
（３）めざす学校の姿 －安全安心のもと，児童にとって夢や希望が満ち溢れ，活気のある学校－ 

・児童一人一人が自己存在感を実感できる学校 

・保護者とともに児童を育てる学校 

・地域に開かれた学校 

・保護者や地域の方が誇りに思える学校 
・挨拶，歌声が響き，情操を高める教育環境が整備された学校 
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３ 本年度の経営の重点と具体的方策 

（１） 社会の中で協調し，自立できる児童の育成を図る  ※【基本方針１・３】 

 〇教育活動に主権者教育の視点を取り入れ，社会の将来の形成者として意識向上を目指す。 
 〇より良い自分を築くために物事に主体的にかかわり自ら実践し向上しようとする意欲を育む。 
 〇教育活動全般を通して、自ら考え、より良い道を目指して自ら行動することのできる児童を育成する。 
 

（２）小中連携及び幼稚園・保育園との連携の推進   ※【→基本方針２・８】 

 〇近隣中学校との卒業児童の情報交換を丁寧に行い，「中１ギャップ」 の解消をはかる。また， 
  幼稚園・保育園との交流により，小学校入学段階において戸惑いや混乱を避け，安心して入 
  学できるようにする。 
 

（３）教職員の資質の向上と研修の充実  ※【基本方針６】 

〇教職員の資質の向上と日々の授業の充実を図るため，学校内外の研修の機会の確保に努める。 
 

（４）基本的学習習慣の定着と基礎学力の向上 ※【基本方針３】 

 〇基礎的・基本的学習内容の定着を図るため，形成的な評価による繰り返し学習や児童の実   

態に応じた学び直しができる指導を推進する。 

 〇校内研究の成果を他教科・領域でも生かし，基礎内容の定着や思考力の向上を図っていく。 
  〇全国学力テスト等による児童の実態把握をすすめ，それをもとに指導内容の重点化を明確にす

る。 

〇体験的活動，問題解決的学習を取り入れた指導を充実させるとともに，GIGAスクール構想に 
 基づき ICT を活用した学習を推進する。また，少人数指導・ＴＴ指導や学習サポーター等に 
 よるきめ細やかな児童への学習支援を図る。 
〇生徒指導の機能を生かした「わかりやすい授業」「一人一人が大切にされる授業」「自己実現 
 が図られる授業」を推進する。 

 
（５）国際理解教育の推進 ※【基本方針３・７】 

〇英語活動のカリキュラムに沿った系統的な学習を推進するとともに，総合的な学習の時間や 
  教科等を通し，国際理解教育の充実を図る。 

 
（６）読書活動の推進 ※【基本方針１・４】 

〇児童が良い本に触れあう機会を増やし，読書活動の充実を図り，学校図書館教育を推進する。 

〇読書を通して本に慣れ親しむことにより，心豊かに，人間としての生き方について深く考える

児童の育成と，学習への内発的な動機付けに繋がるようにする。 
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（７）道徳教育の推進と道徳の授業の充実 ※【基本方針４】 

〇道徳の授業を通して，児童の心を揺さぶり，自己を振り返させ，見つめさせる指導をする。 
〇指導方法を工夫し児童の内面に迫る道徳の授業へと改善を進めていく。 
〇道徳の授業を家庭・地域に公開し，道徳教育への関心を高め，家庭，地域社会と連携し 
 た指導をする。 
〇一人ひとりの個性や能力を尊重し，自他の「生命」を大切にする心を育成する。 
〇相手の痛みのわかる思いやりのある児童の育成を目指す。いじめは絶対に許さないという強い

意志を以て、その根絶に向けて児童一人一人の内面に訴えていく。 
 
（８）特別支援教育の充実 ※【基本方針７】 

〇支援を要する児童のニーズを正しく把握し，適切な指導の充実に努める。 

〇校内委員会の組織を機能させ，個々に応じた合理的配慮の提供を推進する。 
 

（９）総合的学習の時間の改善 ※【基本方針３】 

〇体験的・探求的学習を推進するとともに，他教科等との関連を深め，総合的学習の時間の改善

を進めていく。 
〇地域の教育資源を積極的に活用するとともに，探究的な学習と共同的な取り組みを通して， 
 より良く問題を解決する力を育てる。 

 
（10）健康安全教育の推進 ※【基本方針５】 

〇健康で安全な生活を営むための生活習慣の確立を図り，特に「食」の在り方について学ぶ機 
 会を設ける。 

〇日頃の安全指導の充実と避難訓練等により，安全・防災に対する意識や自助・共助の精神に 
 基づいた実践力を喚起する。 

〇体育の授業，休み時間の体育的活動の充実と体育的行事の充実を図り体力向上を図る。 
 
（11）基本的生活習慣の確立と生徒指導の充実 ※【基本方針４】 

〇あいさつの励行や言語環境を整えるとともに，共感的な児童理解を深め，発達段階に応じた 
 指導を進める。さらに，心の居場所づくりと心の教育の推進を図る。 
〇学習規律や整った教室環境が生徒指導の基盤の一つであることを念頭に置き、基本的生活習慣

とともにその定着を図る。 

〇生徒指導部を中心とした校内組織体制の確立と活性化を図る。 
〇スクールカウンセラーと連携して教育相談体制の充実を図り，児童の健全な心の成長を促す。 

 
（12）学習環境の整備 ※【基本方針８】 

〇学校周辺や学校施設・設備を教職員・保護者・児童一丸となり，その整備に努めるとともに， 
 ごみのない清潔感のある学校を目指す。安全面については，迅速に対応する。 

〇校内掲示板や教室の掲示物に統一感を持たせることにより，児童に見やすく,活動の経過がわ 
 かるものにする。 
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（13）開かれた学校の推進 ※【基本方針２】 

〇授業参観の持ち方を工夫し，保護者や地域の方へ参観の機会を提供し，学校教育活動の理解 
 と協力を仰ぐとともに，社会教育施設との連携を図り，多様な教育活動を推進する。 

〇学校運営協議会の機能を生かしたり，外部評価に基づき教育計画を改善したりすることによ 
 り教育活動の充実を図る。 
〇学校支援地域本部との連携を図り，地域の教育力の活用を進める。 
〇各種たより，HP 等による情報発信を積極的に行うとともに，学校行事等を公開し，開 
 かれた学校づくりを推進する。 
〇地域行事に積極的に参加し，地域や PTA との連携を図る。 
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【資料①】 
  ※船橋の教育目標…今後１０年を通じて目指すべき教育の姿 
   ＊生涯学び活躍できる環境を整え，生涯学習社会を実現する 
   ＊自立して，主体的に社会に関わることができる子供を育成する     
 
【資料②】 
  ※基本方針：船橋の教育２０２０－船橋市教育教育振興基本計画（令和２年度～令和１１年度） 
     ・基本方針１  生涯学習の推進を図ります 
     ・基本方針２ 家庭と地域の教育力の向上を図ります 
     ・基本方針３ 学ぶ意欲を育て確かな学力の向上を図ります 
     ・基本方針４ 豊かな心を育成し社会性を高めます 
     ・基本方針５ 健やかな体つくりを進め体力の向上を図ります 
     ・基本方針６ 教職員の力量を高め指導力を発揮できる環境をつくります 
     ・基本方針７  ニーズに応じた支援の充実を図ります 
     ・基本方針８ 質の高い教育環境を整備します     
 
 【資料③】 
    ※危機管理のさ・し・す・せ・そ 
          さ…最悪を想定し 

し…慎重かつ 
す…速やかに 
せ…誠意をもって 
そ…組織で対応 
 
⇒問題を自分一人で抱えこまないように！ 
⇒組織で対応：学年体制・組織（部会）で検討 
 

 【資料④】 
    ※「ほう・れん・そう」 
          ほう…報告      れん…連絡      そう…相談 
 
 【資料⑤】 
    ※不祥事根絶…自分自身の身分を守るため・家族の幸せを守るため 
     「絶対に二和小学校から、船橋から、千葉県から、不祥事を出さない」 
        ＊飲酒運転  ＊わいせつセクハラ  ＊体罰 

＊情報漏洩  ＊不適切な会計処理  ＊重要書類の紛失 
       【切実感】【連帯感】【当事者意識】⇒モラールアップの推進 
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【資料⑥】 
○教育基本法 第１条（教育の目的育） 
    教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を 
  備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければならない。 
 
 【資料⑦】 
○教育基本法 第５条第２項（義務教育） 
  義務教育として行われる普通教育は，各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立 
  的に生きる基礎を培い，また，国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を 
  養うことを目的として行われるものとする。 
 
【資料⑧】 
○学校教育法 第２１条（普通教育の目標） 
 一 学校内外における社会的活動を促進し，自主，自律及び協同の精神，規範意識，公正な 
   判断力並びに公共の精神に基づき主体的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態 
   度を養うこと。 
 二 学校内外における自然体験活動を促進し，生命及び自然を尊重する精神並びに環境の保 
   全に寄与する態度を養うこと。 
 三 我が国と郷土の現状と歴史について，正しい理解に導き，伝統と文化を尊重し，それら 
   をはぐくんできた我が国と郷土を愛する態度を養うとともに，進んで外国の文化の理解 
   を通じて，他国を尊重し，国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
 四 家族と家庭の役割，生活に必要な衣，食，住，情報，産業その他の事項について基礎的 
   な理解と技能を養うこと。 
 五 読書に親しませ，生活に必要な国語を正しく理解し，使用する基礎的な能力を養うこと。 
 六 生活に必要な数量的な関係を正しく理解し，処理する基礎的な能力を養うこと。 
 七 生活にかかわる自然現象について，観察及び実験を通じて，科学的に理解し，処理する 
   基礎的な能力を養うこと。 
 八 健康，安全で幸福な生活のために必要な習慣を養うとともに，運動を通じて体力を養い， 
   心身の調和的発達を図ること。 
 九 生活を明るく豊かにする音楽，美術，文芸その他の芸術について基礎的な理解と技能を 
   養うこと。 
 十 職業についての基礎的な知識と技能，勤労を重んずる態度及び個性に応じて将来の進路 
   を選択する能力を養うこと。 
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 【資料⑨】 
○学校教育法 第３０条（小学校・目標）  
   小学校における教育は，前条に規定する目的を実現するために必要な程度において第二十 
  一条各号に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 
 ② 前項の場合においては，生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，基礎的な知識及び 
   技能を習得させるとともに，これらを活用して課題を解決するために必要な思考力，判 
   断力，表現力その他の能力をはぐくみ，主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特 
   に意を用いなければならない 。 
 
  【資料⑩】  
〇働き方改革＝県目標「学校における働き方改革推進プラン」令和６年３月改定 
 ※業務量の適切な管理等に係る取組を推進し、原則として、条例等で定める勤務時間を超え 
  る在校等時間が、１か月当たり４５時間、１年当たり３６０時間を超えないようにする。  
  プラン（改訂版）においては、各取組について達成率を令和５年度末の数値を令和８年度 
  末までにさらに 10 ポイント改善できるよう段階的に引き上げ、目標とする。 
 
     （１）「学校職員の勤務時間等に関する規則」で定める業務量の適切な管理について    
    〇１か月の時間外在校等時間について、４５時間以内 
    〇１年間の時間外在校等時間について、３６０時間以内 
   ※児童生徒に係る臨時的な特別の事情により業務を行わざるを得ない場合は、 
    ○１か月の時間外在校等時間１００時間未満 
    ○１年間の時間外在校等時間７２０時間以内 

 
  連続する複数月の平均時間外在校等時間８０時間以内、 
  かつ、時間外在校等時間４５時間超の月は年間６月まで 
 

   上記の在校等時間については、規則に定められた時間の範囲内であることを求めるの 
   みであってはならず、「業務分担の見直しや適正化」、「必要な環境整備等の取組」を 
   十分に講じた上で、目標の達成を目指していくことが重要である。 


